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ｌ変動する生涯学習社会

経済・産業構造が激変している現代社会では，自分の生き方やあり方を模
索している人が増え，生涯学習への要求も高度化・多様化している。また，
家庭や地域における教育力の脆弱化に伴い，家庭教育と学校教育，社会教育
の組織的・有機的な統合が強く求められている。
顧みれば,1960年代のポール・ラングラン（当時ユネスコ継続教育部長）
は,世界中に成人教育の概念の解説普及に取り組むべく18カ国で仕事をして，
多くの出会い，受けた教育，彼自身の考え等を凝縮して生涯教育の概念をま
とめた(1994)(I)と後年述べている。すなわち「社会変化の加速化，人口の
急増と寿命の急激な伸び，科学知識・技術の進歩とその急速な陳腐化，恒常
的な政治構造の変動（革命，戦争，体制変革）と指導者の不足，マス・メディ
アの発達と情報量の増加，自由時間の増大，生活様式や人生パターンの変化
及び人間関係の動揺，精神と肉体の不一致，並びに性の不相応な商品化，イ
デオロギーの危機（価値観の多様化と信条の脆弱化)」(2)を支える主体をつく
るための新しい教育，それがlifelongintegratededucation(1965)であると提
唱した。その時すでにラングランは学校教育の限度をみていた。
「国際教育年」の1970年には,OECDが中等教育を受けられない若者や職

業人のキャリア開発のためのリカレント教育の概念を打ち出した。l971年に
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は,S.P.マーランド（当時米国連邦教育局長官）が，社会変化に対する初等．
中等教育の行き詰まり，立ちおくれを打開するために従来の徒弟的・伝統的
な職業教育を抜本的に改革し，新しい視点から学校の全体教育計画，教育課
程を通じて(3)改革するキャリア教育施策を断行した。同年１月の全米中等学
校長協会年次大会で,｢アメリカ教育の最大の欠点は学校長の教育姿勢であり，
教育計画，教育内容の分化，陳腐化であり，教育成果の低下である」(4)と厳
しい言葉を投げかけており，キャリア教育を「初等・中等・高等．成人教育
の諸段階で，それぞれの発達段階に応じ，キャリアを選択し，その後の生活
の中で進歩するように準備する組織的・総合的教育｣(5)と定義した。
その命を受けて，全米にキャリア教育を普及したK.B・ホイトは『キャリア

教育入門：連邦教育局の政策方針』において，「キャリアとは人が生涯を通じ
て従事する仕事のすべて｣(6)(1975)と公式定義を掲載した。ここでいう仕
事とは，「自分や他人の利益のために行う継続的な活動」と述べている。
EU主要国においては，それぞれの国内事情を考慮したキャリア教育に取
り組んでいる。なかでもイギリスではl999年にl6～l8歳のニート(NEET)
が９％を占めたことから，本人の働く意欲ばかりでなく社会構造にも要因が
あるとして社会的排斥予防局を創設した。2001年にはl3～l9歳向けにコネク
ションズ政策を打ち出した。これは，地方自治体やNPO,企業，学校等の構
成による理事会が主導して若者を地域ぐるみで支援する。日本の学校支援地
域本部事業の概念の基になっていると考えてよい。イギリスでは学校から社
会への移行に必要なwork-relatedlearning(働くことに関連した学習）を体系
化(2004)して，全国のl4～l6歳の生徒に義務化している。
我が国では,1971年に社会教育審議会及び中央教育審議会の二つの答申が，
「激しい社会変化に対応する能力を開発するために生涯教育の観点に立ち，
家庭教育・学校教育・社会教育を有機的に統合する」と提言し，教育を人の
一生涯にわたる生涯教育としてとらえ直す必要性を明文化した。l985～87年
の臨時教育審議会は４次にわたる答申で｢生涯学習体系への移行｣を提言し，
生涯学習振興法が制定された。当時文部省社会教育局が生涯学習局に改組さ
れ，生涯学習社会の構築に大きく弾みをつけたのである。
l992年の生涯学習審議会答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振

興方策について」では，「キャリア教育」と「リカレント教育」は生涯学習の



地域社会における学校教育への支援１４７

一環と明記している。次いで,1996年の中教審第一次答申「21世紀を展望し
た我が国の教育の在り方について」では，「学校教育の中で，もっと地域の教
育力を生かしたり，家庭や地域社会の支援を受けることへの積極的な姿勢の
必要性がある」と提言している。
さらに,1999年の生涯学習審議会答申「学習の成果を幅広く生かす一生涯学

習の成果を生かすための方策について」では，「大いに学習を！」から，方向
転換して「学習成果を生かそう」と提言している。つまり，産業構造の変化
や雇用の流動化により，自らが職業上の知識や技能を獲得してサバイバルを
図るべきで，「学習成果を個人のキャリア開発に，ボランティアに，地域社会
の発展のために生かす必要性」を強調している。
ようやく2003年になって，ニート，フリーター，早期離職者の急増等，若

年者の就業に関わる課題に鑑みて，若者自立・挑戦プランが作成された。文
部科学省は2004年に「キャリア教育とは,端的に児童生徒一人一人の勤労観・
職業観を育てる教育」と定義している。現在は，「すべての学校の教育活動に
キャリア教育の視点を入れ，従来の教育活動を点検し直すこと」が進行中で
ある。たとえば，小学校キャリア教育では国語や算数等を学びながら，社会
には多くの職業が存在し，その恩恵に対して感謝の念を深め，互いに助け合
い働くことの大切さを気づかせる。「生き方教育」としてのキャリア教育の成
果とは,学校教育段階で職業観･勤労観を醸成し，「将来への生き方やあり方」
を考えた主体的なキャリア開発ができることである。

２家庭・学校教育への支援と社会教育

2006年改正の教育基本法では，今後の社会教育の方向として，「個人の要望
のみならず，社会の要請に基づく役割」が強調され，地域づくりの核となる
ように公共の精神に根ざす人間育成が示された。次いで,2008年改正の社会
教育法は，地域における産学社連携を通じて，「家庭教育や学校教育への支援
の役割」を社会教育が果たしていくことを強く求めている。さらに,2008年
の生涯学習審議会答申｢新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方策について」
では，今後の生涯学習をより具体的な戦略として発展させるためには，行政
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と市民，男性と女性，若年者と高齢者等のパートナーシップ．，さらなる「産
学社の連携｣，家庭教育・学校教育・社会教育の統合，市民のネットワーキン
グ等を強調している。その一環として,2008年度から学校支援地域本部事業
が本格的に始まった。これは，学校現場が求めるニーズに対して社会教育の
分野から支援することを意味し，「生涯学習社会において家庭教育・学校教
育・社会教育が真の統合をめざすこと」を必要としている。
社会教育とは，市民の参加により「いつでも・どこでも．だれでも」が学
べる学習機会であり，社会教育行政の役割は市民の視点を前提とした学習環
境の整備と学習者への支援である。具体的には，市政の基本計画，教育行政
の目標，社会教育行政の方向，各施設の重点目標と課題等に則り，企画・立
案し，運営・評価を行う。その目的は，①市民の人間的成長と発達，②各人
の直面する課題の解決，③将来の進路選択への手がかりの提供，④団体等の
学習支援，⑤地域社会の諸問題を検討する機会の提供等である。社会教育施
設においては，学習者の主体的なニーズや地域の要請に基づいて主体的・創
造的な取組が重要課題になる。すなわち，この学校支援地域本部事業の本格
的な取組は，社会教育への期待の高まりとともに，新しい時代の社会教育の
姿へと発想転換していく必要性を示唆している。

３学校支援地域本部事業の課題と提言

近年は，青少年をめぐる社会構造や教育環境が著しく変化しており，その
支援についても発想転換が必要になっている。とくに激変している雇用・経
済状況の中で，家庭や学校の教育力が低下していることや地域社会が果たす
役割，人間関係の希薄化等の問題解決策として，学校支援地域本部事業がク
ローズアップ°されている。本事業に取り組むべき背景には，①学校教育の充
実と発展を願い，児童・生徒の学力向上と人間性の醸成のために地域ぐるみ
で支援する必要性，②教員の質的向上を実現し，また，心のゆとりを持ちな
がら児童・生徒に接する時間を生み出す必要性，③市民の培ってきた能力を
児童・生徒のために発揮する機会や自己実現の場とする。④地域の活性化，
担い手の育成等を急がなければならないこと等が挙げられる。
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具体的には，学校側が支援して欲しいことに関して，地域ボランティアが
教室内や校庭等に入り，教員のアシスタントの役割を担うことで，子どもた
ちへのきめ細かな指導が行き届くというねらいがある。たとえば，授業の補
助，部活動の支援，環境整備，学校行事の支援等がある。安全パトロールは
子どもたちの帰路の各要所に立ち，見守ることである。地域ボランティアと
学校側の調整役を担うのが有償の地域コーディネーターである。その成果と
して,学校教育の充実,教員の意識改革,学校と地域の連携で一貫した指導，
地域活動の活性化等が挙げられる。2009年１月現在で全国における学校支援
地域本部の申請状況は，989市区町村が2315の学校支援地域本部設置（うち補
助企業に申請は105本部)を申請しているが,一方で課題もみえてきた｡次に，
課題を列挙し，提言について述べよう。

(１)既存の地域密着型事業との関わり
地域には，すでに青少年教育における課題を解決するためのたくさんの集
まりや委員会がつくられている。また，放課後の学童保育，青少年のための
居場所づくり等があるので，本事業を契機にして旧来から実施してきた青少
年教育に関わる事業を総合的に再点検して，組み直し，実効力ある事業を具
体化していく。そのためには，本部事業に関わるのは，いつもの同じ顔ぶれ
ばかりでなく，多角的な発想力をもてるように学際的な分野の委員で構成し，
一部は公募した委員を選ぶことなどが必要である。

（２）学校の主体性を保持しつつ行う協働
「学校支援として何が必要か」を明確にして，学校の特性をふまえた柔軟

な支援を行うことが大切である。行政･学校・団体･市民等が充分話し合い，
役割分担と責務を共通理解する。たとえば，中高年のボランティアが人生の
ベテランだからといって，教員のベースを乱してしまっては何のための学校
支援なのか分からなくなる。あくまでも，ボランティアは児童・生徒，教員
の支援である。

（３）地域に根ざす公民館等の役割と責務
公民館や社会教育会館等では中高年者や女性の利用者の割合が多いし，活
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動分野も趣味や教養活動が多い。本事業は，次代を担う若い世代へ教育・文
化を「循環型教育」(2002宮崎）として継承し，「元気な地域・国づくり」の
活性化を目指す，また，学校教育を舞台にした地域の人々の能力発揮の機会
や生きがいづくりの場，社会貢献の場であると発想転換して，支援の担い手
として活動することを啓発・普及する。

（４）地域コーディネーターやボランティアの資質向上
意欲や誠意ばかりが前面に出ていても，問題解決ができないことがある。
子どもと向き合う時には，基本的人権の遵守，人間尊重の精神と公平性，そ
して，カウンセリングマインドをもって活動し，相手のプライバシーや秘密
を守る必要がある。また，教員のニーズを共通理解し，役割分担では無理を
しないことが大切である。とくに，地域コーディネーターは学校のニーズと
地域の調整を行うことが主な役割であり，本事業の中核を担う存在となるの
で，誠実で責任感のある人材が求められる。

（５）後発の地域への支援と普及・啓発
後発の地域への支援では，先行地域の見学，話し合い等を実行すべ<，実
行委員会同士のネットワークづくりを学校支援地域本部がコーディネート・
助言する。研修会を定期的に開催して切蹉琢磨することも重要である。

（６）委託契約，補助事業の終了後への自助努力
本事業の委託，補助契約終了後に自立・自活できることを目指して，市政
の中期計画の中に本事業を位置づけて，社会教育行政の一環として，パート
ナーシップ．とネットワークによる地域力を向上させる必要がある。そのため
には，地域本部事業の成果を客観的に評価し，改善を重ねて地域ぐるみの支
援事業として定着させていく必要がある。

（７）キャリア教育の充実・発展
小中高校，大学等において，「生き方」を考え，「生きる力」を備えるため
のキャリア教育に，地域の人々や企業人の知恵や技術を注ぎ込むシステムを
地域ぐるみで構築する。その原点は，①命を大事にする，②他の人を思いや
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る，③確かな学力と豊かな人間性を備える，④世の中が分業で成り立ってい
ることに感謝の念を深め,｢将来の生き方｣を考えて進路選択をする等である。

４新しい時代の社会教育施設

学校支援地域本部事業を契機にして，児童・生徒の卒業後の生き方に繋が
るキャリア開発が重要である。そのためには，まず人間尊重を基本理念とし
て｢顔のみえる教育活動｣を行い，客観性・妥当性のある評価を行う。次代を
担う若者を育てるための学際的で地道な取り組みが鍵となる。とくに，今後
の学校支援における社会教育施設の役割と関わり方について提言を挙げたい。
①とくに博物館や美術館は学校ではできない豊富な実物との出会い，貴重な
資料を活かして自然界の原理や技術，歴史，伝統文化，美術等を体験的に
理解できるように推進する。
②学校の休日等に博物館・美術館の無料開放等を促進し，子どもたちがなじ
みやすい作品の展覧会，文化財の公開等で美術や伝統文化に対する理解を
深める。
③大学や高等専門学校等を開放し，子どもたちが最先端の研究成果に触れる
機会を提供する。また，子どもたちのアイデアを具現化できるような実験
室や体験室を整備して，専門家等の教育資源を有効活用する。
④地域の社会教育施設において，異なった校種や異年齢の人たちで充分に体
験活動ができるプログラムを提供する体制をつくる。
⑤地域で子どもたちの自然・体験活動を支援するリーダーを育て，人材の確
保が必要である｡全国的な情報提供の窓口を開設すること等も重要である。

さらに，学校教育機関や社会教育施設等における職員・スタッフに関して
は，①施設にふさわしい専門性をもった職員の配置と養成，②学習支援者と
しての職員の専門性にかんがみた市民との協働（社会教育主事・社会教育指
導員･公民館主事･図書館司書･博物館学芸員等),③市民スタッフの養成(実
行委員等）等が重要であり，次代を担う若者を育てるための学際的で，地道
な地域く．るみの取り組みが，新しい時代への大きな力となる。
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